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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 1,708,732 2.7 114,644 28.4 80,287 85.4 △33,707 ―

22年3月期 1,663,387 △9.8 89,256 ― 43,298 ― 25,805 ―

（注）包括利益 23年3月期 △37,079百万円 （―％） 22年3月期 26,432百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △67.61 ― △3.9 2.0 6.7
22年3月期 51.76 ― 2.9 1.1 5.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  271百万円 22年3月期  66百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 4,028,861 876,488 20.5 1,659.54
22年3月期 3,918,574 943,973 22.8 1,790.38

（参考） 自己資本   23年3月期  827,328百万円 22年3月期  892,590百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 332,578 △246,542 △29,571 179,757
22年3月期 327,924 △227,744 △106,719 123,321

2.  配当の状況 

（注）平成24年3月期の中間および期末配当予想額については、現時点では未定です。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 30.00 ― 30.00 60.00 29,913 115.9 3.3
23年3月期 ― 30.00 ― 20.00 50.00 24,926 ― 2.9

24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 平成24年3月期の業績予想につきましては、平成23年3月11日に発生した東日本大震災の影響により、現時点において合理的な算定が困難であること
から未定としております。今後、業績予想の算定が可能となった時点において、速やかに開示いたします。 



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、【添付資料】21ページ「3．（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 502,882,585 株 22年3月期 502,882,585 株

② 期末自己株式数 23年3月期 4,352,234 株 22年3月期 4,333,258 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 498,540,574 株 22年3月期 498,560,356 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 1,551,547 2.9 96,920 31.9 62,856 126.8 △33,136 ―

22年3月期 1,507,573 △9.5 73,501 ― 27,711 ― 20,135 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 △66.47 ―

22年3月期 40.39 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 3,700,844 697,066 18.8 1,397.71
22年3月期 3,589,252 761,240 21.2 1,526.91

（参考） 自己資本 23年3月期  696,800百万円 22年3月期  761,240百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は今後  
様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
  業績予想に関連する事項等ついては、【添付資料】４ページ「1（1）ｂ.次期の業績見通し」をご覧ください。 
２．決算補足説明資料については、当社ホームページに掲載しております。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

  ａ．当期の経営成績 

  （ａ）収支の状況 

収益面では，当社において，販売電力量が増加したことなどから，売上高（営業収益）

は前年度に比べ 453 億円（2.7％）増の 1 兆 7,087 億円，経常収益は，前年度に比べ 462

億円（2.8％）増の 1 兆 7,169 億円となりました。 

 一方，費用面では，販売電力量の増や燃料価格の上昇などにより燃料費や購入電力料

が増加したものの，退職給付費用の減による人件費の減少や，支払利息の減少などから，

経常費用は前年度に比べ 92 億円（0.6％）増の 1 兆 6,366 億円と小幅な増加となりまし

た。 

 以上の結果，経常利益は前年度に比べ 369 億円（85.4％）増の 802 億円となりました。 

 

しかしながら,東日本大震災により火力発電所をはじめ電力設備に甚大な被害が生じ

たため，被害設備の損失や今後復旧に要する費用として 1,093 億円を特別損失に計上し

たことなどから，当期純損益は前年度に比べ 595 億円減の 337 億円の損失となりました。 

 

  （ｂ）需要と供給の状況 

売上高（営業収益）の大部分を占める当社の販売電力量は，前年度に比べ 4.7％増の

827 億キロワット時となりました。 

 このうち特定規模需要以外の需要については，夏場の記録的な高気温による冷房需要

の増加に加え，オール電化住宅の普及拡大などから，前年度に比べ 5.2％増の 306 億キ

ロワット時となりました。 

 特定規模需要については，産業用需要における「鉄鋼」「非鉄」「機械」「化学」な

どを中心とした生産水準の回復などから，前年度に比べ 4.4％増の 521 億キロワット時

となりました。 

これに対応する供給については,豊水による水力発電量の増加や，融通受電の増加など

により安定した供給を行うことができました。 
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 <電気事業における生産・販売の状況> 

□生産の状況 

  発受電電力量 

(単位：百万 kWh，％) 

平 成 21 年 度 平 成 22 年 度 増　　減 前年度比

水 力 7,607         8,233         626          108.2 

火 力 44,625        42,883        △ 1,742     96.1 

原 子 力 20,380        20,690        310          101.5 

新 エ ネ ル ギ ー 等 1,021         851           △ 170       83.3 

自   社   計 73,633        72,657        △ 976       98.7 

他  社  受  電 22,830        22,541        △ 289       98.7 

融 通 (差 引) △ 9,528      △ 4,809      4,719        50.5 

揚 水 用 △ 41         △ 99         △ 58        237.9 

合    計 86,894        90,290        3,396        103.9 

※他社受電には，連結子会社の酒田共同火力発電㈱4,080 百万 kWh，東北水力地熱㈱268 百万 kWh， 

東星興業㈱283 百万 kWh，東北自然エネルギー開発㈱28 百万 kWh が含まれております。 

 

□販売の状況 

  販売電力量 

 (単位：百万 kWh，％) 

平 成 21 年 度 平 成 22 年 度 増　　減 前年度比

電 灯 25,036 26,324 1,288 105.1 

電 力 4,067 4,284 217 105.4 

計 29,103 30,608 1,505 105.2 

49,889 52,098 2,209 104.4 

78,992 82,706 3,714 104.7 

　
以
外
の
需
要

特
定
規
模
需
要

特 定 規 模 需 要

合　　計

 

  電気料金収入 

(単位：百万円，％) 

平 成 21 年 度 平 成 22 年 度 増　　減 前年度比

電 灯 528,168 547,028 18,860 103.6 

電 力 758,595 785,171 26,576 103.5 

合    計 1,286,764 1,332,200 45,436 103.5 

※電力には，特定規模需要が含まれております。 
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  ｂ．次期の業績見通し 

  当社におきましては，東日本大震災により，太平洋側にある火力発電所が甚大な設備

被害を受け，当面，供給力として見込むことができないことなどから，可能な限りの供

給力を確保するため，全力を挙げて取り組んでいるところであります。  

また，現在のところ，震災からの復興に伴う電力需要の回復ペースが不透明であり，

今後の需要動向などを踏まえて，より精度の高い電力需要の想定に努めていくこととし

ております。 

このため，現時点においては売上高・費用とも合理的に算定することが困難なことか

ら，平成 24 年３月期の業績予想は未定としております。今後，業績予想の算定が可能と

なった時点において速やかに開示いたします。 

 

（２）財政状態に関する分析 

 ａ．資産，負債及び純資産の状況 

    資産は，長期投資の増加などによる固定資産の増加に加え，現金及び預金などの流動

資産が増加したことなどから，前年度末に比べ 1,102 億円（2.8％）増の 4 兆 288 億円と

なりました。 

    負債は，東日本大震災に伴う災害復旧費用引当金のほか，資産除去債務を計上したこ

となどから，前年度末に比べ 1,777 億円（6.0％）増の 3 兆 1,523 億円となりました。 

   純資産は，当期純損失の計上により利益剰余金が減少したことなどから，前年度末に

比べ 674 億円（7.1％）減の 8,764 億円となりました。 

   以上の結果，自己資本比率は前年度末から 2.3 ポイント低下し，20.5％となりました。 

 

ｂ．キャッシュ・フローの状況 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益は減少したものの，災害復旧費用引当金が増加したことなど 

から，前年度に比べ 46 億円（1.4％）増の 3,325 億円の収入となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    固定資産の取得による支出は減少したものの，工事負担金等受入による収入の減少や 

投融資による支出が増加したことなどから，前年度に比べ 187 億円（8.3％）増の 2,465 

億円の支出となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

コマーシャル・ペーパーの償還による支出が減少したことなどから，前年度に比べ 771 

億円（72.3％）減の 295 億円の支出となりました。 

 

    以上の結果，現金及び現金同等物の当年度末残高は，前年度末残高に比べ 564 億円

（45.8％）増の 1,797 億円となりました。 
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 ｃ．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

自己資本比率（％）       24.2       23.9       22.3       22.8       20.5

時価ベースの
自己資本比率（％）

      36.7       30.1       26.9       25.1       17.4

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率

       7.8        7.5        9.4        6.2        6.2

インタレスト・
カバレッジ・レシオ

       6.5        6.6        5.4        7.3        8.7
 

  自己資本比率            ：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．各指標は，いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は，期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により

算出しております。 

３．キャッシュ・フローは，連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ・フローを使用しております。 

４．有利子負債は，連結貸借対照表に計上されている負債のうち社債，長期借入金

（いずれも１年以内に期限到来のものを含みます。），短期借入金及びコマー

シャル・ペーパーを対象としております。また，利払いについては，連結キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は，利益配分については，安定的な配当を行うことを基本に，当年度の業績や中長

期的な収支見通しなどを総合的に勘案し決定することを基本的な方針としております。 

当年度は，東日本大震災により太平洋沿岸部の火力発電所をはじめとする電力設備に甚

大な被害が生じたため，被害設備の損失や今後復旧に要する費用を特別損失に計上したこ

とから当期純損益が大幅な損失となりました。また，今後，震災による需要の落ち込みな

どにより，厳しい収支状況が見込まれます。 

これらを総合的に勘案し，平成 22 年度の期末配当金については，１株につき 20 円を予

定しております。 

   なお，次期の配当については，業績の見通しが困難なことから中間配当及び期末配当と

もに現時点では未定としております。 
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（４）事業等のリスク 

当社企業グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があるリスクには，主に以 

下のようなものがあります。企業グループでは，これらのリスク発生の可能性を認識した 

うえで，リスク発生の低減に努めるとともに，発生した場合は，的確な対応に努めてまい 

ります。 

なお，以下に記載の将来に関する事項は，現時点において，当社が判断したものであり 

ます。 

 

①東日本大震災による影響 

   本年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により，太平洋沿岸部を中心に東北地域は大きな 

被害に見舞われ，当社の電力供給設備にも甚大な被害が発生しました。 

現在，企業グループの総力をあげて，電力の需給対策や設備の復旧など，安定供給体制 

の確立に取り組んでいるところですが，今後の電力供給設備の復旧状況や東北地域の復興

に向けた動向などにより，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があり

ます。 

また，今回の震災および東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故を踏まえ，原子

力発電の規制やエネルギー政策の見直しが行われる場合には，企業グループの業績及び財

政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

②電気事業を取り巻く制度変更等による影響 

電気事業については，電力小売自由化の対象範囲が段階的に拡大されていることに加え， 

さらなる競争環境の整備が図られるなど，今後も価格・サービス競争が激しくなることが

予想されます。 

さらに，低炭素社会の実現に向けて，再生可能エネルギーの利用拡大や温室効果ガスの

排出抑制等の取組みを巡る議論が進められております。 

一方，原子力のバックエンド事業（再処理，濃縮等）は，超長期の事業で不確実性を伴

いますが，国による制度措置等により，使用済燃料の再処理および再処理施設の廃止措置

等の費用回収についてリスクの低減が図られております。ただし，今後の制度の見直し，

将来費用の見積額の変動，再処理施設の稼動状況などにより費用負担が増加する可能性が

あります。 

このような制度改革や環境規制の強化，それに伴う電気事業者および他エネルギー事業

者との競争の進展など，電気事業を取り巻く制度変更等により，企業グループの業績及び

財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

③経済状況及び天候状況による影響 

電気事業における販売電力量は，景気動向や気温の変動に伴い，増加あるいは減少しま

す。このため企業グループの業績及び財政状態は，経済状況や天候の状況により，影響を

受ける可能性があります。 

 

東北電力（株）　9506　平成23年３月期　決算短信

－　6　－



なお，年間の降雨降雪量により，豊水の場合は，燃料費の低減要因，渇水の場合は，燃

料費の増加要因となりますが，「渇水準備引当金制度」により一定の調整が図られるため，

業績への影響は限定的と考えられます。 

 

④燃料価格の変動による影響 

電気事業における火力発電燃料費は，石炭，ＬＮＧ，重・原油などのＣＩＦ価格及び為

替レートの変動により，影響を受けるため，当社は，バランスのとれた電源構成を目指す

ことなどによって燃料価格変動リスクの分散に努めております。 

電気事業には，燃料価格及び為替レートの変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制

度」が適用されますが，燃料価格などが著しく変動した場合には，企業グループの業績及

び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

⑤自然災害及び操業トラブルの発生による影響 

企業グループは，お客さまに高品質な電力を安定的に供給するため，設備の点検・修繕

を計画的に実施し，設備の信頼性向上に努めておりますが，地震・津波や台風等の自然災

害，事故やテロ等不法行為などにより，大規模な停電が発生し，設備の損傷や電源の長期

停止などに至った場合は，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があり

ます。 

 

⑥金利の変動による影響 

今後の市場金利の動向及び格付の変更により，企業グループの業績及び財政状態は影響

を受ける可能性があります。 

ただし，有利子負債残高の多くは固定金利で調達した社債や長期借入金であることや，

財務体質強化のため有利子負債残高の削減に努めていることから，市場金利の変動による

影響は限定的と考えられます。 

 

⑦情報流出による影響 

企業グループは，大量の個人情報や設備情報など重要な情報を保有しております。重要

な情報の適切な取り扱いを図るため，基準等の整備や従業員・委託先に対する教育・指導，

情報セキュリティの強化等を実施しておりますが，重要な情報の流出により問題が発生し

た場合は，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

⑧電気事業以外の事業による影響 

企業グループは，エネルギー分野では，電気事業を中核に，省エネルギー対策を中心と

する付加価値提案型事業（ＥＳＣＯ事業）やガス事業との連携を強化しています。また，

情報通信事業などのエネルギー分野以外では，選択と集中を徹底しながら，収益性を重視

した自立性の高い事業展開を推進しています。これら事業の業績は，他事業者との競合の

進展など事業環境の変化により，影響を受けることがあり，電気事業以外の事業の業績に

より，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 
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⑨企業倫理に反した行為による影響 

 企業グループは，企業倫理・法令遵守が全ての事業活動の前提になるとの考えのもと，

企業倫理・法令遵守の体制を構築し，定着に向けて取組んでおりますが，法令違反等の企

業倫理に反した行為が発生した場合，企業グループに対する社会的信用が低下し，企業グ

ループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

  当社は，平成 21 年６月，経営の長期的な方向性を示した「東北電力グループ経営ビジョ 

ン 2020～地域と共に～」を策定いたしました。これは，市場競争や需要の変動，地球温暖

化対策等への対応に伴うコストの増加など，不確実性の高い経営環境下においても，「安

定供給」，「環境適合」，「経済性」の同時達成という当社の使命を全うしながら持続的

に成長し，地域との共栄を果たしていくための道標となるものです。 

このビジョン 2020 では，経営理念として「地域社会との共栄」と「創造的経営の推進」

を掲げるとともに，実現すべき企業グループ像を「地域と共に歩む複合エネルギーサービ

ス企業～エネルギーのことなら東北電力グループに～」としております。これにより地域

と共に成長し，能動的に変化に適応しながら，当社独自の価値を地域と共に創り上げる経

営を目指すこととしております。 

 

（２）目標とする経営指標 

近年，燃料価格の急激かつ大幅な変動や，景気低迷などによる電力需要の大幅な落ち込

み，環境政策の動向など，経営環境の不確実性が増しております。このような状況の中で

は，定量的な数値目標を打ち出していくことが困難であることから，「東北電力グループ

中期経営方針（平成 22～26 年度）」では，数値目標は設定しておりません。 

なお，社内各本部・部門においては，それぞれの業務分掌の中で，中期計画を策定し，

そこに掲げた施策の実行を通じて，安定供給の確保や環境への配慮，経営効率化などの経

済性の追求を図っていくこととしております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

平成 22 年度以降，５ヵ年の事業運営の方針である「東北電力グループ中期経営方針(平

成 22～26 年度)」のもと，ビジョン 2020 の実現ならびに諸課題の解決に向けて，「事業運

営を“進化させる”視点」と「将来を“拓く”視点」の２つの視点で取組みを進めていく

こととしております。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

企業グループといたしましては，「東北電力グループ中期経営方針（平成 22～26 年度）」

に基づき，安全の確保と安定供給への対応，低炭素社会の実現や経営基盤の強化に向け，

企業グループ一体となって取り組み，着実に成果をあげてきたところであります。 
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しかしながら，東日本大震災により，電力設備に甚大な被害を受け，復旧までには今後 

相当の期間とコストを要することが見込まれるなど，厳しい状況に直面しております。 

このため，当社は，「東日本大震災総合対策本部」のもと，以下の「原子力発電所の安 

全対策」，「電力の需給対策」，「電力設備の復旧対策」などの課題に全力で取り組んで

いるところであります。 

 

①原子力発電所の安全対策 

今回の東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故は，各方面に大きな影響を与える

こととなり，当社といたしましても，同じ電気事業者として極めて深刻な事態と受け止め

ております。 

当社の女川原子力発電所につきましては，地震や津波後も安全が確認されており，引き 

続き，設備状況を詳細に点検するとともに，地震による影響などについて評価を進めてま

いります。 

女川，東通の両原子力発電所は，福島第一原子力発電所の事故を踏まえて，より一層の

安全性向上を目指し，津波などに備えた安全対策として，電源車の構内高台への常時配備

などを実施しており，今後さらに，大容量電源装置の配備や防潮堤の設置などを実施して

まいります。 

今後とも，福島第一原子力発電所の事故や新たな知見に関する情報収集などに努めると

ともに，国の指示なども踏まえ，安全対策を徹底し，安全確保に万全を期してまいります。 

化石燃料の需要が世界的に増大していくなか，エネルギー資源のほとんどを海外に依存

しているわが国において，原子力発電は，ウラン燃料の調達安定性に優れ，エネルギー安

全保障などの観点から，国のエネルギー政策のなかでも重要な電源と位置づけられており

ます。 

また，低炭素社会の実現に向け，発電段階でＣＯ２を排出しない原子力発電の役割は大き

く，水力，風力，太陽光などの再生可能エネルギーとともに，着実に推進していく必要が

あると考えております。 

当社といたしましては，今後とも，国のエネルギー政策を踏まえながら，安全確保を大

前提として各種安全対策を徹底し，適切な情報公開に努めていくことなどにより，原子力

発電に対する社会のみなさまからの信頼をいただけるよう取り組んでまいります。 

 

②電力の需給対策 

需給対策につきましては，まず，供給力の確保が当面の最大の課題であることから，休

止中であった東新潟火力発電所港第 1 号機の再稼動や，日本海側に位置する能代，秋田，

東新潟の各火力発電所の定期検査時期の見直しに加え，短期間で設置可能な発電機の新規

導入や自家発電からの電力購入など，可能な限りの対策を講じてまいります。 

一方，需要面においては，供給面の対策をもってしても，なお供給力が不足することが

懸念されるため，電力需要が増加する夏場を中心に，節電のための施策をあらゆる角度か

ら講じていく必要があります。 
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このため，企業グループとして率先して取り組むことはもちろんのこと，お客さまに対

しましても最大限のご理解とご協力を，自治体や関係業界のみなさまと一体となり，幅広

くお願いしているところであります。 

また，国からも，様々な施策が打ち出されており，当社といたしましても，こうした動

きを踏まえながら適切な対応を図ってまいります。 

 

③電力設備の復旧対策 

今回の震災によって，当社供給力の大きなウエイトを占める仙台，新仙台，原町などの

火力発電所が，津波による浸水などにより甚大な被害を受けております。 

さらに，太平洋沿岸部の多くの変電所，送電線が浸水，倒壊し，配電線の流出が広範囲

におよぶなど，電力流通設備が大きな影響を受けるとともに，通信設備や事業所社屋など

も大きな被害を受けております。 

こうした多くの被災設備について，今回の震災で得られた知見をもとに，本格的な復旧

工事を迅速かつ計画的に進めるなど，災害にも強い設備の構築を目指し，各種復旧対策に

鋭意取り組んでまいります。 

 

 

当社の経営環境は，今回の震災に伴う電力需要の減少や被災設備の復旧に係る費用の増

加などにより，当面，相当厳しい状況になることが見込まれます。このため，早期の設備

復旧などによる供給力の確保を優先しつつ，安全の確保を前提とした業務全般にわたる構

造的なコスト低減に向けた取り組みを継続し，企業グループの事業基盤の早期回復と経営

の安定化に努めてまいります。 
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日現在) 

資産の部   

固定資産 3,558,344 3,591,804

電気事業固定資産 2,429,981 2,424,229

水力発電設備 169,709 166,553

汽力発電設備 295,685 289,240

原子力発電設備 360,676 384,096

送電設備 610,626 597,955

変電設備 245,746 243,377

配電設備 611,457 612,482

業務設備 106,416 103,268

その他の電気事業固定資産 29,662 27,254

その他の固定資産 245,496 234,374

固定資産仮勘定 305,041 308,642

建設仮勘定及び除却仮勘定 305,041 308,642

核燃料 145,230 152,325

装荷核燃料 28,811 27,746

加工中等核燃料 116,418 124,579

投資その他の資産 432,594 472,232

長期投資 75,245 96,644

使用済燃料再処理等積立金 106,425 106,506

繰延税金資産 157,201 166,209

その他 94,863 103,836

貸倒引当金（貸方） △1,142 △965

流動資産 360,229 437,056

現金及び預金 106,652 168,632

受取手形及び売掛金 123,523 118,681

たな卸資産 57,543 72,719

繰延税金資産 20,892 25,991

その他 52,615 51,924

貸倒引当金（貸方） △997 △892

合計 3,918,574 4,028,861
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日現在) 

負債及び純資産の部   

固定負債 2,232,668 2,317,977

社債 1,192,578 1,183,701

長期借入金 525,416 551,834

退職給付引当金 215,662 221,074

使用済燃料再処理等引当金 110,478 110,441

使用済燃料再処理等準備引当金 9,939 12,505

原子力発電施設解体引当金 58,171 －

災害復旧費用引当金 － 13,427

資産除去債務 － 125,411

再評価に係る繰延税金負債 2,528 2,283

その他 117,892 97,298

流動負債 740,437 834,090

1年以内に期限到来の固定負債 257,628 228,098

短期借入金 54,710 55,090

支払手形及び買掛金 98,386 131,788

未払税金 26,131 19,988

災害復旧費用引当金 － 88,546

その他 303,581 310,578

特別法上の引当金 1,495 304

渇水準備引当金 1,495 304

負債合計 2,974,601 3,152,372

株主資本 892,924 829,407

資本金 251,441 251,441

資本剰余金 26,702 26,701

利益剰余金 623,116 559,633

自己株式 △8,335 △8,369

その他の包括利益累計額 △334 △2,078

その他有価証券評価差額金 953 △516

土地再評価差額金 △1,292 △1,430

為替換算調整勘定 4 △131

新株予約権 － 265

少数株主持分 51,382 48,893

純資産合計 943,973 876,488

合計 3,918,574 4,028,861
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

営業収益 1,663,387 1,708,732

電気事業営業収益 1,494,697 1,538,236

その他事業営業収益 168,690 170,495

営業費用 1,574,130 1,594,087

電気事業営業費用 1,414,192 1,433,335

その他事業営業費用 159,938 160,752

営業利益 89,256 114,644

営業外収益 7,289 8,232

受取配当金 935 895

受取利息 1,995 2,057

固定資産売却益 497 539

その他 3,861 4,740

営業外費用 53,247 42,588

支払利息 46,244 39,509

その他 7,003 3,079

当期経常収益合計 1,670,677 1,716,964

当期経常費用合計 1,627,378 1,636,676

当期経常利益 43,298 80,287

渇水準備金引当又は取崩し △6,360 △1,165

渇水準備引当金取崩し（貸方） △6,360 △1,165

特別損失 － 123,102

財産偶発損 － 25,929

災害特別損失 － 83,382

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,554

有価証券評価損 － 4,707

減損損失 － 2,528

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

49,659 △41,649

法人税、住民税及び事業税 8,768 6,141

過年度法人税等 － 1,160

法人税等調整額 14,506 △13,517

法人税等合計 23,275 △6,214

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △35,434

少数株主利益又は少数株主損失（△） 578 △1,726

当期純利益又は当期純損失（△） 25,805 △33,707
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 連結包括利益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △35,434

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △1,507

為替換算調整勘定 － △135

持分法適用会社に対する持分相当額 － △2

その他の包括利益合計 － 注2  △1,645

包括利益 － 注1  △37,079

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △35,313

少数株主に係る包括利益 － △1,766
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 251,441 251,441

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 251,441 251,441

資本剰余金   

前期末残高 26,702 26,702

当期変動額   

自己株式の処分 0 △1

当期変動額合計 0 △1

当期末残高 26,702 26,701

利益剰余金   

前期末残高 627,120 623,116

当期変動額   

剰余金の配当 △29,914 △29,912

当期純利益又は当期純損失（△） 25,805 △33,707

土地再評価差額金の取崩 70 137

連結範囲の変動 33 －

当期変動額合計 △4,004 △63,482

当期末残高 623,116 559,633

自己株式   

前期末残高 △8,275 △8,335

当期変動額   

自己株式の取得 △85 △59

自己株式の処分 26 25

当期変動額合計 △59 △34

当期末残高 △8,335 △8,369

株主資本合計   

前期末残高 896,989 892,924

当期変動額   

剰余金の配当 △29,914 △29,912

当期純利益又は当期純損失（△） 25,805 △33,707

自己株式の取得 △85 △59

自己株式の処分 26 24

土地再評価差額金の取崩 70 137

連結範囲の変動 33 －

当期変動額合計 △4,064 △63,517

当期末残高 892,924 829,407
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 780 953

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 173 △1,470

当期変動額合計 173 △1,470

当期末残高 953 △516

土地再評価差額金   

前期末残高 △1,222 △1,292

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △70 △137

当期変動額合計 △70 △137

当期末残高 △1,292 △1,430

為替換算調整勘定   

前期末残高 149 4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △144 △135

当期変動額合計 △144 △135

当期末残高 4 △131

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △293 △334

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41 △1,743

当期変動額合計 △41 △1,743

当期末残高 △334 △2,078

新株予約権   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 265

当期変動額合計 － 265

当期末残高 － 265

少数株主持分   

前期末残高 51,595 51,382

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △213 △2,489

当期変動額合計 △213 △2,489

当期末残高 51,382 48,893
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

純資産合計   

前期末残高 948,291 943,973

当期変動額   

剰余金の配当 △29,914 △29,912

当期純利益又は当期純損失（△） 25,805 △33,707

自己株式の取得 △85 △59

自己株式の処分 26 24

土地再評価差額金の取崩 70 137

連結範囲の変動 33 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △254 △3,967

当期変動額合計 △4,318 △67,484

当期末残高 943,973 876,488
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

49,659 △41,649

減価償却費 240,524 242,374

原子力発電施設解体費 － 5,293

核燃料減損額 10,300 10,541

固定資産除却損 8,805 8,691

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,554

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,050 5,406

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減少） 858 △36

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額（△は減
少）

2,423 2,566

原子力発電施設解体引当金の増減額（△は減少） 4,851 －

災害復旧費用引当金の増減額（△は減少） － 101,973

渇水準備引当金の増減額（△は減少） △6,360 △1,190

受取利息及び受取配当金 △2,930 △2,952

支払利息 46,244 39,509

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増加） △979 △80

売上債権の増減額（△は増加） △13,002 △21,197

たな卸資産の増減額（△は増加） 26,764 △15,134

仕入債務の増減額（△は減少） △43,339 33,566

その他 28,399 3,047

小計 380,270 377,284

利息及び配当金の受取額 2,936 2,939

利息の支払額 △44,679 △38,358

法人税等の支払額 △10,604 △9,286

営業活動によるキャッシュ・フロー 327,924 332,578

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △282,645 △230,464

工事負担金等受入による収入 56,933 18,369

投融資による支出 △14,674 △47,699

投融資の回収による収入 13,802 13,012

その他 △1,160 238

投資活動によるキャッシュ・フロー △227,744 △246,542
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の発行による収入 119,632 109,677

社債の償還による支出 △110,000 △118,000

長期借入れによる収入 48,983 111,800

長期借入金の返済による支出 △81,425 △112,199

短期借入れによる収入 292,320 303,415

短期借入金の返済による支出 △293,270 △303,067

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 443,000 340,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △494,000 △329,000

リース債務の返済による支出 － △1,587

配当金の支払額 △29,858 △29,859

少数株主への配当金の支払額 △792 △709

その他 △1,309 △40

財務活動によるキャッシュ・フロー △106,719 △29,571

現金及び現金同等物に係る換算差額 △21 △28

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,561 56,435

現金及び現金同等物の期首残高 129,905 123,321

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △22 －

現金及び現金同等物の期末残高 123,321 179,757
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（５）継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  会計処理基準に関する事項 

   （重要な減価償却資産の減価償却の方法） 

有形固定資産は主として定率法によっております。 

なお，有形固定資産のうち，特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除

去債務相当資産の費用計上方法は，その他連結財務諸表作成のための重要な

事項に記載しております。 

 

（重要な引当金の計上基準） 

・使用済燃料再処理等引当金 

使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため，実用発電用原子

炉の運転に伴い，燃焼に応じて発生する使用済燃料に対する再処理等の実施

に要する費用の現価相当額（割引率 1.5％）を計上する方法によっておりま

す。 

なお，平成 17 年度の引当金計上基準変更に伴い生じた差異のうち，電気事

業会計規則附則（平成 17 年経済産業省令第 92 号）第２条の規定に定める金

額（41,296 百万円）については，平成 17 年度から 15 年間にわたり営業費用

として計上しておりましたが，平成 20 年度において，再処理等を行う具体的

な計画を有する使用済燃料の再処理等の実施に要する費用の見積額に変更が

生じたことから，変更後の金額を平成 20 年度より 12 年間にわたり毎期均等

額を営業費用として計上しております。これによる未計上残高は，24,220 百

万円であります。また，電気事業会計規則取扱要領第 81 の規定による当連結

会計年度末の見積差異（△1,173 百万円)については，同要領に基づき，翌連

結会計年度から再処理の具体的計画を有する使用済燃料が発生する期間にわ

たり営業費用として計上することとしております。 

 

    ・災害復旧費用引当金 

東日本大震災により被害を受けた資産の復旧に要する費用及び損失に充て

るため，当連結会計年度末における見積額を計上しております。 

    

  （その他連結財務諸表作成のための重要な事項） 

   特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産の費用計上方法 

「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に規定された特

定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産については，「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号  平

成 20 年３月 31 日）第８項を適用し，「原子力発電施設解体引当金に関する省

令」（経済産業省令）の規定に基づき，原子力発電施設解体費の総見積額を発

電設備の見込運転期間にわたり原子力の発電実績に応じて費用計上する方法

によっております。 

また，総見積額の現価相当額を資産除去債務に計上しております。 

 

 

 なお，上記「重要な減価償却資産の減価償却の方法」，「重要な引当金の計上基

準」及び「その他連結財務諸表作成のための重要な事項」以外は，最近の有価証券

報告書（平成 22 年６月 29 日提出）における記載から重要な変更がないため開示を

省略いたします。 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 ａ．会計処理の変更 

  （資産除去債務に関する会計基準等の適用） 

   当連結会計年度より，「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 

号  平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企 

業会計基準適用指針第 21 号  平成 20 年３月 31 日）を適用しております。また， 

これらの会計基準等の適用に伴い，「原子力発電施設解体引当金に関する省令」（経 

済産業省令）が改正されております。 

   この結果，当連結会計年度の営業利益，経常利益はそれぞれ 541 百万円減少し， 

税金等調整前当期純損失は，当会計基準等の適用により生じた期首差額を特別損失 

に計上したことから 7,095 百万円増加しております。また，当会計基準等の適用開 

始による資産除去債務の計上額は，122,200 百万円（うち，原子力発電施設解体引 

当金からの振替額は 58,171 百万円）であります。 

 

 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

   当連結会計年度より，「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号  平 

成 20 年 12 月 26 日），「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 

号  平成 20 年 12 月 26 日），「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企 

業会計基準第 23 号  平成 20 年 12 月 26 日），「事業分離等に関する会計基準」（企 

業会計基準第７号 平成 20 年 12 月 26 日），「持分法に関する会計基準」（企業 

会計基準第 16 号  平成 20 年 12 月 26 日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業 

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号  平成 20 年 12 

月 26 日）を適用しております。 

 

ｂ．表示方法の変更 

（連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号  平成 20 年 12 月 26 

日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 21 年３月 24 日  内 

閣府令第５号）の適用により，当連結会計年度では，「少数株主損益調整前当期純 

損失」の科目を表示しております。 

     

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において，財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含 

めていた「リース債務の返済による支出」は，重要性が増したことから当連結会計

年度より区分掲記しております。 

なお，前連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含ま 

れる「リース債務の返済による支出」は△1,236 百万円であります。 

 

（８）追加情報 

当 連 結 会 計 年 度 より，「包 括 利 益 の表 示 に関 する会 計 基 準 」（企 業 会 計 基 準 第 25 号  平

成 22 年 ６月 30 日 ）を適 用 しております。ただし，連 結 貸 借 対 照 表 及 び連 結 株 主 資 本 等 変 動

計 算 書 の「その他 の包 括 利 益 累 計 額 」の前 連 結 会 計 年 度 の金 額 は，「評 価 ・換 算 差 額 等 」の

金 額 を記 載 しております。 
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（９）連結財務諸表に関する注記事項

　　（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

注１． 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 25,834百万円

少数株主に係る包括利益 598百万円

計 26,432百万円

注２． 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 193百万円

為替換算調整勘定 △144百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 △0百万円

計 48百万円

　　（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　　前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで） （単位：百万円）

電気事業 建 設 業 その他の事業 計 消去又は全社 連　　結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売 上 高

（１）外部顧客に対する売上高 1,494,697 95,847 72,842 1,663,387 -          1,663,387

（２）セグメント間の

　　　　　内部売上高又は振替高 2,550 138,953 132,411 273,916 △ 273,916 -           

1,497,247 234,801 205,254 1,937,303 △ 273,916 1,663,387

営 業 費 用 1,423,589 230,146 192,335 1,846,070 △ 271,940 1,574,130

営 業 利 益 73,658 4,655 12,919 91,233 △ 1,976 89,256

Ⅱ．資産，減価償却費及び資本的支出

資 産 3,574,028 241,145 361,741 4,176,915 △ 258,341 3,918,574

減 価 償 却 費 （核燃料減損額を含む） 233,160 3,986 21,551 258,698 △ 7,872 250,825

資 本 的 支 出 249,826 4,835 20,086 274,749 △ 8,539 266,209

事 業 区 分
電 気 事 業
建 設 業

その他の事業

　　　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため，記載を省略しております。

電気・通信・土木・建築工事，発変電設備の設計・製作・施工・運転・保守，環境保全に関する

液化天然ガスの受入・気化・供給，天然ガスの供給，電気通信事業，情報システム及び情報ネッ

 【海外売上高】

計

主　要　な　製　品　・　事　業　活　動

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業活動における業務の種類を勘案して区分しております。

　　　　２．各区分に属する主要な製品の名称等

電力供給

調査・測量・測定分析

 【所在地別セグメント情報】

エネルギーの供給，蓄熱設備の運転・保守受託，金銭の貸付等の金融業務，熱供給事業，電力供
不動産の賃貸・売買・管理，自家用発電設備・コージェネレーションシステム等による電気・熱

給設備等の資機材の製造・販売，電気器具等の販売

トワークに関するコンサルティング・開発・運用，情報機器・ソフトウェアの販売・保守・賃貸，

　　前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　　前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　　　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が，いずれも90％を

　　　超えているため，所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１.報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは，当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り，常務会が，経営資源の配分の決定及び業績を評価するために，定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　当社グループは，電気事業を中核とした複合エネルギーサービス企業グループとして事業活動を展開し

　したがって，当社グループは，エネルギーサービスを基礎としたセグメントから構成されており，電力

を供給する「電気事業」，電気・通信・土木・建築工事及び電力供給設備の設計・製作等や，環境保全に

関する調査・測量・測定分析等を行う「建設業」を報告セグメントとしております。

２.報告セグメントごとの売上高，利益，資産その他の項目の金額に関する情報

　 当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

（単位：百万円）

電気事業 建 設 業 計

売 上 高

外部顧客への売上高 1,538,236 84,299 1,622,535 86,196 1,708,732 -       1,708,732

セグメント間の内部売上高

又は振替高

1,540,772 229,343 1,770,115 214,685 1,984,800 △276,068 1,708,732

セグメント利益 98,067 4,251 102,318 13,795 116,113 △1,469 114,644

セグメント資産 3,681,436 244,450 3,925,887 351,453 4,277,340 △248,479 4,028,861

その他の項目

235,814 3,971 239,785 21,089 260,874 △7,958 252,916

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

　　　（1）セグメント利益の調整額△1,469百万円には，セグメント間取引消去△1,471百万円が含ま

れております。

　　　（2）セグメント資産の調整額△248,479百万円には，セグメント間取引消去△247,042百万円が

含まれております。

　　　（3）減価償却費の調整額△7,958百万円は，セグメント間取引消去によるものであります。

　　　（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△9,103百万円は，セグメント間取引消去

　　　　　 によるものであります。

　　３．セグメント利益は，連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　 報が開示されているため，記載を省略しております。

         -

報告セグメント その他
(注１)

合計
調整額

（注２）

147,579 128,488 276,068 △276,068

ております。

減価償却費
（核燃料減損額を含む）

（注）１. その他には，ガス事業，情報通信事業，電力供給設備等の資機材の製造・販売，電気器具等の

231,985

計

18,003 241,088 △9,103220,113

　　　２．調整額は，以下のとおりであります。

   前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

   従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として，「セグメント情報

　等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）等に準拠した場合と同様の情

2,972 223,085

連結財務諸
表計上額
（注３）

2,536 145,043

　　　　　販売などの事業を含んでおります。
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１．製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため，記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　　　　本邦の外部顧客への売上高に分類した額が，連結損益計算書の売上高の90％超であるため，記載を
　　　省略しております。

　　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため，該当事項はありません。

電気事業 建設業 その他 合計
減損損失 13 938 1,576 2,528

（追加情報）
　当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月
27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成
20年３月21日）を適用しております。

　　当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

（単位：百万円）

　　(2)有形固定資産

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【関連情報】

　　当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

　　当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）

　　(1)売上高
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　（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 1,790.38円 １株当たり純資産額 1,659.54円 

１株当たり当期純利益金額 51.76円 １株当たり当期純損失金額（△） △67.61円 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については，前連結会計年度においては潜在株式が存在し

　　　　ないため記載しておりません。

　　　　また，当連結会計年度においては１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

　　２．１株当たり当期純利益又は当期純損失金額の算定上の基礎は，以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

(平成21年４月１日から) (平成22年４月１日から)

(平成22年３月31日まで) (平成23年３月31日まで)

25,805 △33,707 

- -

25,805 △33,707 

498,560 498,541 

　（重要な後発事象）

　　 該当事項はありません。

　普通株式に係る当期純利益又は
　当期純損失金額（△）　（百万円）

　普通株式の期中平均株式数　（千株）

　当期純利益又は当期純損失金額（△）　（百万円）

　普通株主に帰属しない金額　（百万円）

当連結会計年度

（平成22年４月１日から）

（平成23年３月31日まで）

前連結会計年度

（平成21年４月１日から）

（平成22年３月31日まで）
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４．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度末 
(平成22年３月31日現在) 

当事業年度末 
(平成23年３月31日現在) 

資産の部   

固定資産 3,384,960 3,430,663

電気事業固定資産 2,466,955 2,463,928

水力発電設備 147,572 145,568

汽力発電設備 276,711 271,916

原子力発電設備 362,648 385,903

内燃力発電設備 6,569 6,083

新エネルギー等発電設備 13,474 12,418

送電設備 627,863 614,940

変電設備 255,517 252,943

配電設備 664,245 665,483

業務設備 111,849 108,169

貸付設備 501 501

附帯事業固定資産 2,665 2,300

事業外固定資産 7,608 7,523

固定資産仮勘定 301,781 303,144

建設仮勘定 299,269 298,949

除却仮勘定 2,511 4,194

核燃料 145,230 152,325

装荷核燃料 28,811 27,746

加工中等核燃料 116,418 124,579

投資その他の資産 460,718 501,441

長期投資 61,020 78,083

関係会社長期投資 184,073 194,988

使用済燃料再処理等積立金 106,425 106,506

長期前払費用 3,142 5,453

繰延税金資産 106,281 116,694

貸倒引当金（貸方） △224 △285

流動資産 204,292 270,180

現金及び預金 41,971 93,432

売掛金 86,927 80,059

諸未収入金 3,349 5,002

貯蔵品 38,422 50,170

前払費用 558 373

関係会社短期債権 2,272 2,029

繰延税金資産 15,501 20,519

雑流動資産 15,746 18,962

貸倒引当金（貸方） △457 △369

合計 3,589,252 3,700,844
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（単位：百万円）

前事業年度末 
(平成22年３月31日現在) 

当事業年度末 
(平成23年３月31日現在) 

負債及び純資産の部   

固定負債 2,141,180 2,228,474

社債 1,192,878 1,184,001

長期借入金 489,911 519,047

長期未払債務 4,546 3,449

関係会社長期債務 2,755 2,680

退職給付引当金 173,805 179,125

使用済燃料再処理等引当金 110,478 110,441

使用済燃料再処理等準備引当金 9,939 12,505

原子力発電施設解体引当金 58,171 －

災害復旧費用引当金 － 12,312

資産除去債務 － 125,245

雑固定負債 98,691 79,666

流動負債 685,361 774,998

1年以内に期限到来の固定負債 244,943 217,127

短期借入金 54,440 54,440

コマーシャル・ペーパー 46,000 57,000

買掛金 51,693 82,981

未払金 17,371 17,015

未払費用 39,269 43,536

未払税金 20,669 15,575

預り金 976 1,026

関係会社短期債務 39,163 41,460

諸前受金 170,738 161,781

災害復旧費用引当金 － 82,887

役員賞与引当金 85 48

雑流動負債 9 121

特別法上の引当金 1,470 304

渇水準備引当金 1,470 304

負債合計 2,828,011 3,003,778

株主資本 760,815 697,731

資本金 251,441 251,441

資本剰余金 26,681 26,680

資本準備金 26,657 26,657

その他資本剰余金 23 22

利益剰余金 491,110 428,060

利益準備金 62,860 62,860

その他利益剰余金 428,250 365,200

海外投資等損失準備金 10 10

別途積立金 332,400 332,400

繰越利益剰余金 95,839 32,789

自己株式 △8,417 △8,451

評価・換算差額等 424 △930

その他有価証券評価差額金 424 △930

新株予約権 － 265

純資産合計 761,240 697,066

合計 3,589,252 3,700,844
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

営業収益 1,507,573 1,551,547

電気事業営業収益 1,497,103 1,540,663

電灯料 528,168 547,028

電力料 758,595 785,171

地帯間販売電力料 193,998 184,671

他社販売電力料 848 1,849

託送収益 1,724 3,122

事業者間精算収益 2,570 2,565

電気事業雑収益 11,111 16,167

貸付設備収益 86 86

附帯事業営業収益 10,470 10,883

ガス供給事業営業収益 9,896 10,304

熱供給事業営業収益 573 579

営業費用 1,434,071 1,454,626

電気事業営業費用 1,424,776 1,444,226

水力発電費 34,518 36,090

汽力発電費 363,438 392,991

原子力発電費 155,689 139,067

内燃力発電費 7,124 7,896

新エネルギー等発電費 9,240 8,549

地帯間購入電力料 113,118 139,405

他社購入電力料 190,860 189,147

送電費 76,440 80,781

変電費 51,376 51,806

配電費 173,189 179,736

販売費 52,627 53,035

貸付設備費 5 5

一般管理費 152,024 118,789

電源開発促進税 29,774 31,279

事業税 15,504 15,778

電力費振替勘定（貸方） △158 △134

附帯事業営業費用 9,295 10,399

ガス供給事業営業費用 8,524 9,878

熱供給事業営業費用 771 521

営業利益 73,501 96,920
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

営業外収益 6,488 6,454

財務収益 3,565 3,442

受取配当金 1,582 1,467

受取利息 1,982 1,974

事業外収益 2,922 3,011

固定資産売却益 417 523

為替差益 592 －

雑収益 1,912 2,488

営業外費用 52,278 40,518

財務費用 45,779 39,129

支払利息 45,401 38,797

社債発行費 378 332

事業外費用 6,498 1,388

固定資産売却損 216 104

雑損失 6,281 1,283

当期経常収益合計 1,514,061 1,558,001

当期経常費用合計 1,486,349 1,495,144

当期経常利益 27,711 62,856

渇水準備金引当又は取崩し △6,341 △1,165

渇水準備引当金取崩し（貸方） △6,341 △1,165

特別損失 － 110,616

財産偶発損 － 23,245

災害特別損失 － 76,266

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 6,463

有価証券評価損 － 4,640

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 34,053 △46,593

法人税、住民税及び事業税 1,756 57

過年度法人税及び住民税 － 1,154

法人税等調整額 12,160 △14,668

法人税等合計 13,917 △13,456

当期純利益又は当期純損失（△） 20,135 △33,136
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 251,441 251,441

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 251,441 251,441

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 26,657 26,657

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 26,657 26,657

その他資本剰余金   

前期末残高 23 23

当期変動額   

自己株式の処分 0 △1

当期変動額合計 0 △1

当期末残高 23 22

資本剰余金合計   

前期末残高 26,681 26,681

当期変動額   

自己株式の処分 0 △1

当期変動額合計 0 △1

当期末残高 26,681 26,680

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 62,860 62,860

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 62,860 62,860

その他利益剰余金   

海外投資等損失準備金   

前期末残高 － 10

当期変動額   

海外投資等損失準備金の積立 10 －

海外投資等損失準備金の取崩 － △0

当期変動額合計 10 △0

当期末残高 10 10
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

原価変動調整積立金   

前期末残高 103,000 －

当期変動額   

原価変動調整積立金の取崩 △103,000 －

当期変動額合計 △103,000 －

当期末残高 － －

別途積立金   

前期末残高 332,400 332,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 332,400 332,400

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,628 95,839

当期変動額   

剰余金の配当 △29,914 △29,912

海外投資等損失準備金の積立 △10 －

海外投資等損失準備金の取崩 － 0

原価変動調整積立金の取崩 103,000 －

当期純利益又は当期純損失（△） 20,135 △33,136

当期変動額合計 93,211 △63,049

当期末残高 95,839 32,789

利益剰余金合計   

前期末残高 500,888 491,110

当期変動額   

剰余金の配当 △29,914 △29,912

海外投資等損失準備金の積立 － －

海外投資等損失準備金の取崩 － －

原価変動調整積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 20,135 △33,136

当期変動額合計 △9,778 △63,049

当期末残高 491,110 428,060

自己株式   

前期末残高 △8,357 △8,417

当期変動額   

自己株式の取得 △85 △59

自己株式の処分 26 25

当期変動額合計 △59 △34

当期末残高 △8,417 △8,451
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年４月１日から 
  平成22年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成22年４月１日から 
  平成23年３月31日まで) 

株主資本合計   

前期末残高 770,654 760,815

当期変動額   

剰余金の配当 △29,914 △29,912

当期純利益又は当期純損失（△） 20,135 △33,136

自己株式の取得 △85 △59

自己株式の処分 26 24

当期変動額合計 △9,838 △63,084

当期末残高 760,815 697,731

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 330 424

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 94 △1,355

当期変動額合計 94 △1,355

当期末残高 424 △930

新株予約権   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 265

当期変動額合計 － 265

当期末残高 － 265

純資産合計   

前期末残高 770,984 761,240

当期変動額   

剰余金の配当 △29,914 △29,912

当期純利益又は当期純損失（△） 20,135 △33,136

自己株式の取得 △85 △59

自己株式の処分 26 24

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 94 △1,089

当期変動額合計 △9,743 △64,174

当期末残高 761,240 697,066
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